
                       

 

 

 

 

 

〈募集期間〉 

令和８年７月 21 日（火）～令和８年９月 10 日（木） 

   補助対象期間 令和９年４月１日～令和 10 年３月 31 日 
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浦安市市民活動補助金  
募 集 要 領 

【お問合せ先】 

浦安市 市民経済部 市民参加推進課 

電話： 047-712-6059 

Email：shiminsanka@city.urayasu.lg.jp 
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１．制度の目的                               

 

浦安市は市民が主体的にまちづくり活動に参加することを支援・促進しています 

市民活動補助金制度は、地域課題の解決や、より良い市民生活の実現のために、市民

活動団体が自ら企画立案し、主体的に実施する公益的な事業を補助することにより、市

民活動と市民活動団体の自立や活性化を促進することを目的とした制度です。 

 

 

 

 

 こんな活動が市民活動にあたります  

   保健、医療又は福祉の増進  社会教育の推進 まちづくりの推進 観光の振興 

   学術、文化、芸術又はスポーツの振興 環境の保全 地域安全活動 子どもの健全育成  

  人権の擁護又は平和の推進 国際協力の活動 男女共同参画社会の形成 情報化社会の発展  

  科学技術の振興 経済活動の活性化 職業能力の開発又は雇用機会の拡充 など 

 

２．募集する事業                           

今回募集する事業の実施期間は、令和９年４月１日から令和 10 年３月 31 日です。 

 

(1) 募集する事業 

  これから活動を始めていこうと考えている団体の方は、まずは「はじめの一歩」か

ら。２種類のうちいずれかの事業を、年度内に１団体１事業のみ実施可能です。 

 

 自立促進事業（はじめの一歩） 活性化事業（ステップアップ） 

内容 
団体周知や会員確保等を目的とし

た事業など、団体の自立を促進す

るもの 

応募時において、活動期間が１年以

上の団体による事業で、団体の活動

を発展させるのに効果的な事業 

補助金額 １事業につき 10 万円以内 １事業につき 50 万円以内 

補助率 補助対象経費総額×100％ 補助対象経費総額×80％ 

交付回数 １団体につき１回まで １団体につき３回まで 

団体構成員の数 ５人以上 10 人以上 

 

市民活動とは 
 ボランティア活動や特定非営利活動等、不特定多数のものの利益の増進に寄与する 
ことを目的とした、市民が行う営利を目的としない自由な社会貢献活動をいいます 
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３．補助対象となる事業及び応募資格                     

(1) 補助対象となる事業（以下の要件をすべて満たすものとします） 

 

(2) 応募資格(応募時点で以下の要件をすべて満たす団体とします) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

① 令和 9 年４月１日から令和 10 年３月 31 日までに実施されること。 

② 国、県及び市から他に補助金等を受けていないこと。 

③ 団体の経常的な活動や運営に対するもの、まちづくり活動に含まない活動（政治・宗

教・営利目的の活動、選挙に関する活動、共益的・互助的な活動）ではないこと。 

① 市内において市民活動をしていること（活性化事業においては活動期間が１年以上

であること）。  

② 主たる活動範囲が市内であること。 

③ 定款、規約、会則等を有すること。 

④ 適切な会計（決算）処理が行われていること。 

⑤ 構成員の人数が、自立促進事業の場合は５人以上、活性化事業の場合は 10 人以上で

あること。 

⑥ 団体の代表者・事業責任者・役員が浦安市市民活動補助金及びまちづくり活動補助金

選定委員会の委員になっていないこと。 

⑦ 国、県及び市等から団体の運営について補助金等を受けていないこと。 

⑧ 暴力団もしくはその統制下にある団体でないこと。 

⑨ 宗教活動や政治活動（選挙活動を含む。以下同じ。）を主たる目的としている団体 

ではないこと。 



３ 

 

４．補助対象となる経費                        

  対象となる経費は、以下のとおり事業を実施するために必要な経費であり、領収書等

により支出が確認できるものとなります。 

 

項目 内容(一例) 対象外経費 

報償費 
講師・指導者等に支払う謝礼金等 団体スタッフ等に対する

人件費(謝礼含む) 

・団体運営

に係る経

費 

 

・公的資金

を支出す

る事業と

して、社

会通年

上、適切

と認めら

れない経

費 

 

・当該事業

に直接必

要と判断

しかねる

経費 

 

・領収書等

により支

出が確認

できない

経費 

 

交通費等 
講師・指導者等や団体スタッフの交

通費及び研修参加費 

 

消耗品費 
資料の材料費、事業実施に必要な文

房具・食材など 

打合せ、会議、講演会な

どの際の飲食費 

印刷製本費 
会議資料やパンフレット等の印刷製

本費 

 

通信運搬費 

郵送料や備品等の運搬経費 補助対象事業以外の使用と明

確に区別できない 

電話・FAX 料金等 

保険料 損害賠償・傷害保険等  

使用料 
会議室や施設の使用料、車両等の借

用料 

 

委託料 
事業の一部であり、事業の実施に必

要不可欠と認められる委託料 

再委託など、事業の全面的

な内容の委託や必要不可欠

と認められない委託料 

備品購入費 

申請事業の実施に必要不可欠と認め

られるもので、その性質・形状を変

えることなく使用に耐えるもの 

※単価が１万円以上のもの 

※計上できるのは、取得価額を｢減価償却資

産の耐用年数等に関する省令」（昭和 40

年３月 31 日大蔵省令第 15 号）に基づく

減価償却資産の耐用年数で割った額のみ 

※計上できる上限額 

 ・自立促進：補助金額の 50％ 

 ・活性化：補助金額の 50％か 20 万円の

いずれか低い額 

※備品購入費の計上にあたっては、「見積書

またはカタログのコピー」など、金額の根拠

がわかるものを提出してください。 

 

その他 事業実施に必要な経費  
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5．申請に必要な書類と提出方法                    

(1) 申請に必要な書類 

           様式のダウンロードはこちらから→→→   

             □□□□□□□□□ 浦安市 市民活動補助金 実施事業の募集 

 

(2) 提出期限 (期間後の提出はできません) 

   令和８年９月 10 日（木）まで 

 

 (3) 提出先・方法 

   市民参加推進課へメールにて提出してください。 

   メールアドレス：shiminsanka@city.urayasu.lg.jp 

 

このようなときは、まずは市民参加推進課までお問合せください。 

  ・自分たちの活動は市民活動になりますか? 

    ・申請してみたいけれど手続きが難しそう･･･ 

  ・やってみたいことがあるけれど、補助金の対象になりますか? 

浦安市市民経済部 市民参加推進課 電話： 047-712-6059 (市役所３階) 

 書類 ﾁｪｯｸ 様式 

必須 

① 令和９年度浦安市市民活動補助金事業計画書 

「自立促進事業 はじめの一歩」と「活性化事業 ステップアッ

プ」に様式が分かれます。 

□ 市の指定する様式 

※市 HP よりダウンロー

ドしてください。 
② 令和９年度浦安市市民活動補助金事業 予算書 □ 
③ 団体概要書 □ 
④ 定款、規約、会則等 □ 

団体任意の様式 

⑤ 会員名簿（役職名入） □ 
⑥ 前年度活動報告書 ※団体設立１年未満は不要 □ 

⑦ 前年度収支計算書  

※団体設立１年未満は今年度の収支予算書 

□ 

任意 

⑧ 参考資料 ※A４サイズ８ページ以内 

活動内容が分かるもの(会報や報告書などの冊子は、必要な箇所

だけ抜粋) 

□ 
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６．申請に関する説明会・個別相談会                  

 補助金申請や事業計画の作成をサポートします。お気軽に説明会や個別相談にご参加く

ださい。 

 

(1) 補助金申請に関する説明会 「事業計画書・申請書の書き方講座」 
 

 市民活動補助金の制度概要などについての説明と、事業計画の立て方、活動内容を的確

に伝える申請書の書き方などについてのアドバイスを行う講座を開催します。 

※説明会への参加は必須ではありません。 

説明会日時 場所 定員 

８月 2 日(日) 午前 10 時～11 時 30 分 浦安市役所 10 階 協働会議室 25 名 

 

申し込み: 7 月 30 日(木)17 時までに、電話または E メール(氏名・電話番号記載)で  

     市民参加推進課へ。空きがあれば当日の参加も可能です。 

    Email：shiminsanka@city.urayasu.lg.jp 

 

補助金申請に関する個別相談(市民活動センター) 
  

 市民活動センターで、補助金申請に関する個別の相談を実施します。相談は、予約制で

す。希望される方は、電話でお申し込みください。(電話:047-305-1721)   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 浦安市市民活動センターホームページ はこちらから                             

 

浦安市市民活動センターでは、市民活動を行っている団体や、これから活動をはじめよう

としている方への支援を行っています。 

 〇開館時間 午前９時～午後５時 〇休館日 土曜日、祝日、12 月 29 日～１月 3 日 

市民活動センターではこんなサポートを受けることができます 

・経験豊かなスタッフに、活動や団体運営に関する相談 

・市民活動センターに登録している団体情報やボランティア募集などの情報収集 

・会議室や備品・機器の利用 (利用にはセンターの利用申請・承認が必要) 

  ➡市民活動の実施にあたっては、市民活動センターの登録を受けることを推奨します。 

 

浦安市市民活動センターについて 

市民活動センターホームページはこちら➡➡➡ 
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７．選定方法、交付の決定について                   

(1) 書類や申請内容に関する確認(令和８年 9 月) 

  提出いただいた書類について、市民参加推進課で応募資格等の確認を行います。 
 申請内容や事業計画などに不明な点がある場合には、申請団体に確認、必要に応じ 
 ヒアリングをします。 

 

(2) 補助金選定委員会による選定(令和８年 12 月) 

  応募事業については、学識経験者や市民の代表による補助金選定委員会により、 
 補助対象候補事業として選定を行います。選定に先立ち、委員からの質問を募り、 
 各団体から回答票を提出していただきます。 
 

自立促進事業（はじめの一歩） 活性化事業（ステップアップ） 

・市から申請団体への個別ヒアリング 

・選定委員会からの質問への回答票提出 

・市から申請団体への個別ヒアリング 

・選定委員会からの質問への回答票提出 

・団体による公開プレゼンテーション 

(発表５分以内、質疑応答５分以内) 

実施予定日:12 月 21 日(月) 

 活性化事業で応募する団体の方には、12 月 21 日(月)の公開プレゼンテーションへの 

ご参加をお願いします。(1 団体２名程度) 

 選定委員会については、公正かつ円滑に行うため非公開とします。 

 選定基準については、９ページをごらんください。 

 

(3) 補助対象候補事業の決定(令和 8 年 12 月～令和９年 1 月) 
   (2)の選定委員会による選定結果を受け、市が補助対象候補事業を決定します。 
  その後、次年度予算が市議会（３月）の承認を経た後に、成立した予算の範囲内での 

実施が決定します。 

 

(4) 交付に関する説明会等の開催(令和９年３月(予算成立後～４月)) 

 交付が決定した団体には、交付手続きや補助金事業実施に関する説明会または個別 
説明会を行います。 

 

８．情報公開と個人情報保護                        

 ・応募書類と実施事業に関する書類は全て情報公開の対象となります。 

 ・個人情報の取り扱いについては、「個人情報の保護に関する法律」を遵守し、適切な

処置を講ずることとします。 
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９．手続きのながれとスケジュール(まとめ)                

 

スケジュール 団体 浦安市 選定委員会 

令和８年７月 21 日 

      ～9 月 10 日 

 
 
申請書作成・提出 

〇募集要領公開 

〇説明会(8/2) 

〇個別相談(市民活動センター) 

 

 

令和８年 9 月 

 
 

 応募資格等の確認 

申請内容や事業計画などに不明な

点がある場合には、申請団体に確

認、必要に応じヒアリング 

 

令和８年 10 月 

     ～11 月 

 
質問票回答 作成 

・プレゼンテーション準備 

 (活性化事業のみ) 

 
質問票作成 

 

令和 8 年 

  12 月 21 日 

 
 

 
 
 
 
 
 

 

令和９年１月～ 

３月 

  

〇(選定委員会➡市)審査結果報告 

〇採択の可否の決定・通知 

〇ホームページで公開 

※市議会での予算承認後、実施が決定 

 
 

令和９年 3 月末 

     ～4 月 

  
 

令和９年４月   交付申請書 提出    

交付決定通知書 送付  

令和９年 10 月 
  中間報告書 提出  

進捗状況 確認  

令和 10 年 3 月～ 

    4 月上旬 

 

 

   
 
 
 
 

 

実績報告 確認 

   

補助額 確定・交付 

 

令和 10 年６月 

  

 

自立促進事業  

審査 

活性化事業 

公開プレゼンテーション・審査 

 補助金選定委員会による選定 

交付に関する説明会 

実績報告書 提出 

事業終了後 20 日以内 

 補助金選定委員会による評価 

補

助

金

事

業

実

施 
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【参考】事業開始後の実施内容・報告内容について(令和９年度)               

 補助事業実施期間 令和９年４月 1 日～令和 10 年３月 31 日 

 

                     〇は市が行うもの ●は団体が行うもの 

令和９年４月 〇●補助金交付に関する説明会 

●補助金交付申請書の提出 〇交付決定通知書を発送 

希望する場合は補助金の「概算払交付請求書」を提出することができます。 

 

【「概算払交付請求書」での交付とは･･･】 

 事業実施前に交付決定額を交付するものです。事業が完了後、実際にかかった額

をもとに精算を行います。交付決定額が、実際にかかった額(精算額)を上回る場合

には、市への返納が必要になります。 

 

令和９年 10 月 ●中間報告書の提出 

補助金交付事業の実施状況について、中間報告書を作成していただきます。 

また、市から事業状況の実施確認やヒアリングをさせていただくこともあります。 

令和 10 年３月 ●事業報告書の提出 

 事業終了後、速やかに事業報告書及び交付事業決算書（領収書の原本添付）を

提出していただきます。 

〇補助金の精算手続 

 提出された事業報告書の審査、精算手続を行います。 

※補助金額が交付決定額より少なくなった際、確定払いの場合は、事業終了後に確

定した額で請求していただき、既に概算払いによる交付を受けている場合は、差額

を返金していただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９ 

 

10．選定基準                                 
 

 以下の採点項目・選定基準により、浦安市市民活動補助金及びまちづくり活動補助金

選定委員会で、採点・選定を行い、市が補助対象候補事業を決定します。 

 

 (1) 採点項目 

  ア 自立促進事業（はじめの一歩） 

採点項目 配点 

公益性 市民ニーズを的確に捉え、地域課題の解決に寄与するか 10 

実行性 主体的かつ計画的に実行されるか 10 

独自性 団体の特性を活かすなど、創意工夫はあるか 10 

継続性 団体が活動基盤を整え、活動を継続する力を高めることができるか 10 

              合計 40 

 

  イ 活性化事業（ステップアップ） 

採点項目 配点 

公益性 市民ニーズを的確に捉え、地域課題の解決に寄与するか 10 

実行性 主体的かつ計画的に実行されるか 10 

独自性 団体の特性を活かすなど、創意工夫はあるか 10 

発展性 活動がより発展・活性化するものであるか 10 

費用対効果 費用と事業内容のバランスがとれているか 10 

合計 50 

 

 (2) 選定基準 

   採点結果より、以下のいずれかの選定基準を満たす事業から「補助対象候補事業」 

  を市が決定する。 

   

・総得点が満点（採点委員分）の 70％以上の場合 

・総得点が満点（採点委員分）の 60％以上 70％未満で、採点委員の６割以上が 

 70％以上の採点をした場合 

 
 

 

 

 

 

 

 



１０ 

 

11．Q＆A                                         

■ 市民活動について 

  Ｑ１ 市民活動には一般的にどのような分野があるのか。              

  Ａ１ 一般的には次のような分野があります。 

     (特定非営利活動促進法(NPO 法)に規定する 20 分類) 

     ① 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

     ② 社会教育の推進を図る活動 

     ③ まちづくりの推進を図る活動 

     ④ 観光の振興を図る活動 

     ⑤ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 

     ⑥ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

     ⑦ 環境の保全を図る活動 

     ⑧ 災害救援活動     

     ⑨ 地域安全活動 

     ⑩ 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

     ⑪ 国際協力の活動 

     ⑫ 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

     ⑬ 子どもの健全育成を図る活動 

     ⑭ 情報化社会の発展を図る活動 

     ⑮ 科学技術の振興を図る活動 

     ⑯ 経済活動の活性化を図る活動 

     ⑰ 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

     ⑱ 消費者の保護を図る活動 

     ⑲ 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援

助の活動 

     ⑳ 前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定

める活動 
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■ 応募資格について 

   Ｑ２ まちづくり活動に含まない活動(政治・宗教・営利目的の活動、選挙に関する活  

動、共益的・互助的な活動)とはどのようなものを指すのか。            

   Ａ２ 以下のような活動を指します。 

     ・政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対すること 

     ・宗教上の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成すること 

     ・特定の公職の候補者若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又は

これらに反対すること 

          ・収益を団体の構成員等に配分すること 

     ・個人の趣味的活動、団体構成員の福利厚生など構成員相互だけの利益になる

こと 

 

  Ｑ３ 団体の構成員が全て浦安市内に住んでいないといけないのか。        

  Ａ３ 団体の構成員の住所がどこかは問いません。主な活動範囲が浦安市内であれば

結構です。 

 

  Ｑ４ １年以上活動している団体が、自立促進事業の応募をすることはできるか。  

  Ａ４ まだ、団体が自立するために財政的な支援が必要であるのなら、自立するため

に必要な事業を計画し応募することができます。 

 

  Ｑ５ 社団法人の団体は応募できるか。                     

  Ａ５ 特定非営利活動法人（NPO 法人）以外の法人は応募できません。 

 

  Ｑ６ 実行委員会として事業を実施したいが、応募できるか。            

  Ａ６ 個別のケースで判断を要する場合がありますので、ご相談ください。 
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■ 対象事業について 

  Ｑ７ 過去に活性化事業を交付された事業と同じ事業を今後も実施していくが、続け 

     て応募することはできるか。                        

  Ａ７ 以前に交付された事業と同じ事業でも、さらなる活性化を図る場合は応募でき

ます。ただし、活性化事業は１団体につき３回までの交付となりますので、既に

３回交付されている事業の場合は、応募できません。 

 

  Ｑ８ 複数年にわたる計画をしている事業を応募したいと考えているが、どのように 

     応募すればよいか。                            

  Ａ８ 年度を越えて実施される事業を申請することはできません。４月１日から翌年

３月 31 日の期間内に実施される事業に絞って、応募してください 

 

  Ｑ９ 申請事業に民間の助成を受けている事業だが、応募できるか。         

  Ａ９ 国や県、市及びそれらの外郭団体等からの補助・助成を受けている場合は応募

できませんが、民間の補助・助成のみを受けている場合は応募できます。ただ

し、予算書や決算書においては収入に計上してください。 

 

  Ｑ10 過去に交付を受けた事業にはどのようなものがあるか。           

  A10  過去に交付を受けた事業の一例です。その他の事業については、市ホームペー

ジにも掲載しています。  

 事業名 団体名 

自立促進事業 
(はじめの一歩) 

 
 

医療的ケアのある子もない子も「みんな
いっしょのよみきかせ」 

パルレ 

通いの場 藤松庵マルシェ事業 通いの場 藤松庵 

地域における回想法の普及と実践による
認知症の予防と共生のための活動 

浦安想い出語りの会 

肢体不自由きょうだいの会をもっと知っ
てもらいたい! 

肢体不自由児きょうだいの会 ぞうさ
ん組 

HSP/HSC の周知活動 HSP/HSC リンクパートナー『Heart 
Smile Present』 

活性化事業 

(ステップアップ) 

本物の学びに～ステップアップ～ こんな学校にしたい会 

造形ワークショップ/自分らしさの表現
の場など 

特定非営利活動法人アリスのうさぎ 

地域の「こどもの孤食」「こどもの貧
困」を解消する力になりたい 

スマイル♡こども食堂浦安 

第 27 回 境川にこいのぼりを泳がせよ
う 

境川にこいのぼりを泳がせる会 
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 ■ 計画書について 

  Ｑ11 計画書には、団体全体の事業計画を全て記入するのか。          

  Ａ11 計画書には、応募する事業の計画のみを記入してください。 

 

 ■ 経費について 

 Ｑ12 申請事業の収入の中で当該事業への参加費などの事業収入がある場合の補助

金額の計算方法は。 

 A12 下記を参考にしてください。 

 

自立促進事業 

 

下記のいずれかで最も低い額 

・補助対象経費総額－事業収入（参加費など）・・・・・Ａ  

・上限額 10 万円       ・・・・・・・・・・・Ｂ 

 【例】 ・補助対象経費総額    12 万円 ・事業収入 ５万円 

     Ａ=12 万円－５万円＝７万円  Ｂ=10 万円 

       ⇒この場合、Ａの７万円が補助金額となります。  

活性化事業 

 

下記のいずれかで最も低い額 

・補助対象経費総額×80％           ・・・・・・・Ａ 

・補助対象経費総額－事業収入（参加費など） ・・・・Ｂ 

・上限額 50 万円               ・・・・・・Ｃ 

 【例】・補助対象経費総額  60 万円  ・事業収入  20 万円 

   Ａ=60 万円×80％＝48 万円 Ｂ=60 万円－20 万円＝40 万円 

C=50 万円 

      ⇒この場合Ｂの 40 万円が補助額となります。 

 

  Ｑ13 通信費として、電話代を申請することはできるか。            

  Ａ13 団体の運営や他の事業に使用する電話代と区別できれば、計上できます。例え

ば、一日電話相談を受けるために臨時電話を設置する場合や、電話料金の明細か

ら通信先が明確になっており、それを領収書として提出できる場合などです。 

  

 

 

 

 



１４ 

 

  Ｑ14 備品購入費の算出方法は。                       

  Ａ14 備品購入費については、備品の取得価格及び減価償却資産の耐用年数（昭和

40 年３月 31 日大蔵省令第 15 号）を基に算出してください。 

 

    例）５万円のカメラを購入する場合 

      ５万円（取得価額）÷５年（耐用年数）＝１万円 

      ※予算書においては補助対象経費として１万円を計上してください。なお、

中古品に関しても同様に算出してください。 

  

     ※備品購入費の計上にあたっては、「見積書またはカタログのコピー」など、金 

額の根拠がわかるものを提出してください。 

 

 ■ 選定について 

  Ｑ15 選定基準を満たせば、必ず補助金を受けることができるのか。       

  Ａ15 この基準は補助金を交付する候補となる事業を選定するもので、基準を満た

したからといって即座に補助金の交付が決定するわけではありません。 

 選定基準により採点した点数の高い順に、補助対象候補事業を市が決定しま

す。その後、次年度予算が市議会で承認された後、補助金交付申請書を提出いた

だき、予算の範囲内で、交付決定を行います。 

 

  Ｑ16 以前に補助金を交付された団体だが、選定の際に、影響があるか。     

  Ａ16 これまでに自立促進事業を交付された場合は、自立促進事業の応募はできま

せんが、活性化事業の応募はできます。この場合、自立促進事業を以前交付され

たこと自体が選定に影響を与えることはありません。 

 ただし、これまでに活性化事業の交付を受けた事業と同様の事業を応募する場

合は、「さらなる活性化が図られていること」が選定のポイントとして重視され

ます。 

 



 
 

〇 応募書類提出前 チェックシート 

〇【記載例】 令和９年度浦安市市民活動補助金事業計画書(自立促進事業 はじめの一歩) 

〇【記載例】 令和９年度浦安市市民活動補助金事業計画書(活性化事業 ステップアップ) 

〇【記載例】 令和９年度浦安市市民活動補助金事業 予算書 

12. 

応募書類提出前 チェックシート 

計画書・予算書記載例 
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◆応募書類提出前 チェックシート◆ 

 

各書類の作成・提出にあたっては、下記の内容を確認してください 

書類名 確 認 内 容 チェック 

 補助対象となる事業・団体の応募資格を確認しましたか(募集要領 P２) □ 

計画書 

申請する事業の内容のみが書かれていますか 

団体の他の事業と混在していませんか 
□ 

●事業の必要性・重要性が充分に伝わりますか □ 

予算書 

●申請事業にかかる予算のみが書かれていますか 

※団体全体の予算ではありません。 
□ 

●収入の部の「合計」、支出の部の「合計」が、等しくなっていますか □ 

●補助対象経費は、正しい項目に計上されていますか(募集要領P３)  □ 
●【計上誤りの多い項目】について、確認をお願いします 

・団体スタッフの人件費・飲食代は含まれていませんか 

・団体運営・個人利用と区別はできますか(電話代など) 

・単価１万円以上の備品は、金額の根拠は添付されていますか 

□ 

団体 

概要書 

●団体名・氏名・住所・電話番号などが正しく記入されていますか □ 

●活性化事業補助金に応募する場合は、令和８年４月１日時点で「発

足年月日」から１年以上たっていますか  
□ 

●構成員の数は、自立促進事業に応募する場合は5名以上、活性化事業

に応募する場合には10名以上ですか。会員名簿の数と記入した数は一

致していますか 

□ 

 

 書類 ﾁｪｯｸ 様式 

必須 

① 令和９年度浦安市市民活動補助金事業計画書 

「自立促進事業 はじめの一歩」と「活性化事業 ステップアップ」

に様式が分かれます。 

□ 市の指定する様式 

※市 HP よりダウンロー

ドしてください。 

② 令和９年度浦安市市民活動補助金事業 予算書 □ 

③ 団体概要書 □ 

④ 定款、規約、会則等 □ 

団体任意の様式 

⑤ 会員名簿（役職名入） □ 

⑥ 前年度活動報告書 ※団体設立１年未満は不要 □ 

⑦ 前年度収支計算書  

※団体設立１年未満は今年度の収支予算書 

□ 

任意 

⑧ 参考資料 ※A４サイズ８ページ以内 

活動内容が分かるもの(会報や報告書などの冊子は、必要な箇所だ

け抜粋) 

□ 
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                         記載例 

令和９年度浦安市市民活動補助金事業(自立促進事業 はじめの一歩) 

 計画書 

１ 基本情報 

事業名 

 

地域のこどもたちを守るための見守り活動 

 

 

団体名 

 

うらやすこども見守り隊 

 

事業費総額 

 

   

         120,000 円  

補助金額  

100,000 円 

 

 
２ 事業の実施で解決・改善したい地域の課題 

近年、子どもを標的とした犯罪や登下校時の交通事故が全国的に増加しており、市内○○地

域においても、最近、子どもが被害にあうケースがあったことから、保護者を中心に地域の中

で、子どもの安全に対する不安が広がっている。 

 地域の防犯強化のため、登下校時に見守り活動を行う。また、当団体の認知度を高め、協力

者を増やしていく。 

 

３ 事業概要 

事業の対象となる人 

(対象見込人数) 

〇〇地域の児童・生徒、市民 

(10,000 人) 

実施場所 
〇〇地域(セミナー・ワークショップは、市内公共施設) 

 

事業内容         ※「いつ、どこで、誰を対象に、何を、どのように」がわかるよう、具体的に記入 

(1) 見守り活動 

  子どもたちの登下校の時間帯に合わせて、生活の一環の中で、当会の会員を中心に実施 

(2) 見守り活動の普及・啓発等 

  活動を立ち上げ、軌道に乗せ、地域内に広げていくために以下の活動を行う。 

① チラシ、ポスターを作成し、○○地域の小・中学校、PTA、自治会等への周知・協力依頼 

② 地域住民を対象とした防犯セミナー・ワークショップの開催 

  子どもの防犯の専門家に講師を依頼し、70 人くらい参加のセミナーを開催。ワークショ

ップでは意見交換を行い、地域のボランティアスタッフの増加を目指す。 

 ③地域の小・中学校における夏季・冬季・春季休暇前の子ども向けの防犯ミニ教室の開催 

 ④各自治会等の夏祭りや地域のイベント等に参加し、活動のＰＲを行う。 

(3) 振り返り 

  活動を通して出る課題・効果等を検証し、今後の活動の継続と発展につなげる。 

 

 

 

どのような現状・課題があり、どのような方法

で解決・改善を目指すのか具体的に記入 

実施場所については、予定を記入 

期間・日時･･･実施期間や事業の開始日など。準備期間の活動もあればあわせて記入 

実施方法など･･･参加者募集方法、実施事業の具体的な運営方法や実施内容など詳細を記入 

実施場所・参加人数等･･･事業を行う場所、募集人数、想定参加者数 
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４ スケジュール 

  ※事業・作業内容、場所、参加者数等を記入してください。 

 

 

 

 

月 内容 場所・参加者数等 

４ ・啓発チラシの掲載内容検討 公民館／スタッフ５人 

５ ・啓発チラシ印刷 公民館／スタッフ２人 

６ 

・見守り活動本格スタート 

・第１回防犯セミナー・ワークショップに向けた打ち合

わせ 

通学路等／スタッフ 10人 

PTA 10 人、自治会５人 

市民活動センター／スタッフ 10

人 

７ 

・第１回防犯セミナー・ワークショップ開催（7/10 予定） 

・夏季休暇前子ども向けの防犯ミニ教室開催（7/18 予定） 

公民館／スタッフ10人 関係機

関 20 人、一般 50 人 

各小中学校／スタッフ 10 人、参

加団体 20人 

８ 
・夏季休暇中の PTA のパトロール・見守り活動強化 通学路等/スタッフ 10人、PTA10

人、自治会５人 

９ 
・活動の振り返り(上半期) 市民活動センター/スタッフ 10

人 

10 ・上半期の活動実績入りのポスターを作成、PR 強化 公民館/スタッフ５人 

11 

・市民活動フェスティバルに参加、活動の周知 

・第２回防犯セミナー・ワークショップ開催に向けた打

ち合わせ 

会場/スタッフ８人 

公民館/スタッフ 10 人 

12 

・年末年始に向けた見守り強化。 

・冬季休暇前の子ども向けの防犯ミニ教室の開催（12/18

予定） 

通学路等/スタッフ 10人、PTA10

人、自治会５人 

各小中学校/スタッフ 10 人、参

加団体 20人 

１ 
・冬季休暇中の見守り活動強化 通学路等/スタッフ 10人、PTA15

人、自治会 10 人 

２ 
・第２回防犯セミナー・ワークショップの開催（2/14 予

定） 

公民館/スタッフ 10 人、参加

機関団体 20 人、一般 80 人 

３ 

・春季休暇前の子ども向けの防犯ミニ教室の開催（3/14 

予定） 

・１年のふりかえり 

各小中学校/スタッフ 10 人、

参加機関団体 20 人 

公民館/スタッフ 10 人、参加

機関団体 10 人 

 

５ 事業効果 地域の課題解決又は改善に向けた効果 

 

○○地域において、当団体で子どもの登下校時に見守り活動を行うことで、子どもが犯罪や交

通事故に巻き込まれる危険性を減らすことができる。 

 

・地域住民を対象とした防犯セミナー・ワークショップを開催することで、地域住民の防犯意

識の醸成や、見守り活動への協力者の増加につながると考える。 

 

2 事業概要の内容について、「多くの市民が参加できるようなスケジュールで

あるか」「事業の周知・広報は適切に行われているか」などがわかるように記入 

地域の課題について、事業の実施がどのような

効果をもたらすかを具体的に記入 

18



                          記載例 

令和９年度浦安市市民活動補助金事業(活性化事業 ステップアップ) 

 計画書 

１ 基本情報 

事業名 

 

リサイクル啓発強化事業 

 

 

団体名 

 

○○リサイクル 

 

事業費総額 

 

     

        520,000 円 

補助金額  

400,000  円 

 

 
２ 事業の実施で解決・改善したい地域の課題 

環境保全を推進する中で、リサイクルによる資源の有効活用、ごみの減量を進めることは重

要であり、その中でも古着のリサイクルも本来大きな比重を占めるものである。 

 しかしながら、古紙・ビン・缶のリサイクルに対し、古着のリサイクル率は高まっていない

と感じている。 

 このようなことから、古着リサイクルの市民の取り組みをより一層促進し、ごみ減量に繋げ

るため、広報活動や定期回収場所の増加を行う。 

 

 

３ 事業概要 

事業の対象となる人 

(対象見込人数) 

市民（特にリサイクルやごみ減量に関心は持っているが、今まで

古着回収に参加していない市民） 

実施場所 
〇〇公民館、〇地区自治会館 

 

事業内容         ※「いつ、どこで、誰を対象に、何を、どのように」がわかるよう、具体的に記入 

前回の事業で行った意識調査の結果をもとに、リーフレットの作成・配布を行い、活動へ

の認知度を高め、回収量の増加に結び付けていく。そのために下記の活動を行う。 

 ・講習会等の開催、地域イベント出展の際の広報活動  ・定期回収場所の増加 

【調査活動】 

 ・回収時に古着を持ち込む市民に対しての聞き取り調査 

 ・開催する講習会やイベントの参加者に対しての古着回収アンケート調査の実施 

【広報媒体～特に紙媒体の充実】 

 ・リーフレットと回収案内チラシの作成 

 ・チラシ設置場所：公民館、自治会、学校、個人商店へのリーフレット・チラシ設置 

○担い手：新規ボランティアスタッフ募集チラシの作成。担い手養成講座の開催（年２回） 

○連携 ：ＮＰＯ法人○○○ 

○自主財源の確保：企業向け出前講習会の実施、寄附の協力依頼 

 

 

 

 

どのような現状・課題があり、どのような方法

で解決・改善を目指すのか具体的に記入 

実施場所については、予定を記入 

期間・日時･･･実施期間や事業の開始日など。準備期間の活動もあればあわせて記入 

実施方法など･･･参加者募集方法、実施事業の具体的な運営方法や実施内容など詳細を記入 

実施場所・参加人数等･･･事業を行う場所、募集人数、想定参加者数 
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※以下、複数回目の補助金事業の場合のみ記載 

過去に実施した事業部門 自立促進事業 

前回事業の課題を受けての改善点や工夫点等、更なる活性化について 

・定期回収場所を増やす 

前回の事業で行った意識調査の結果より、定期回収場所を増やしてほしいという声が多かっ

たことから、市内のお店に開店前の時間帯、駐車場の一部を定期回収場所とさせてもらえない

か交渉する。また、定期回収場所を増やすことにより、新規ボランティアスタッフの確保も必

要になってくることから、リーフレットやチラシを活用して、新規ボランティアスタッフの募

集を行う。 

・自主財源の確保 

前回の事業で行った、企業向け出前講習会が好評であったことから、今年度も実施したいと考

えている。また、協力企業から、協賛金等をいただけるよう、連携の強化に努める。 

 

 

４ スケジュール 

  ※事業・作業内容、場所、参加者数等を記入してください。 

 

 

 

 

月 内容 場所・参加者数等 

４ 
・聞き取り調査、アンケート内容の検討 

・担い手育成のためのプロジェクトチームの結成 

・公民館（事務局６名） 

・公民館（事務局 15 名） 

５ 

・５月定期回収 

・聞き取り調査の実施（定期回収時） 

・プロジェクトチーム会議（今後の活動内容検討） 

・各回収拠点（スタッフ 38名） 

・各回収拠点（スタッフ 50名） 

・公民館（事務局 15 名） 

６ 

・リーフレット・チラシの掲載内容とデザインを検討す

る 

・地域のイベント参加 

・講習・イベント時、アンケート調査実施 

・プロジェクトチームで担い手養成講座 

・公民館（事務局５名） 

・各会場（スタッフ 5名/回） 

・各会場（スタッフ 5名/回） 

・公民館（事務局 5 名・参加

者 10 名） 

７ 

・リーフレット・チラシ印刷発注→受領 

・リーフレット・チラシ設置場所の交渉 

・市民活動センター（事務局

２名） 

・各場所（スタッフ 10 名） 

８ 

・8月定期回収 

・聞き取り調査の実施（定期回収時） 

・夏休み体験ボランティア受け入れ（定期回収時） 

・講習・イベント時、アンケート調査実施 

・各回収拠点（スタッフ 38名） 

・各回収拠点（スタッフ 50名） 

・各回収拠点（スタッフ 50名） 

・各会場（スタッフ 5名/回） 

９ 

・地域のイベント参加  

・講習・イベント時、アンケート調査実施 

・半年間の振り返り 

・各会場（スタッフ 5名/回） 

・各会場（スタッフ 5名/回） 

・公民館（事務局 10 名・スタ

ッフ 30 名） 

10 

・ＮＰＯ法人○○との連携に向けて事前打ち合わせ 

・地域のイベント参加 

・講習・イベント時、アンケート調査実施 

・公民館（事務局５名・ＮＰＯ

５名） 

・スタッフ（5名/回） 

・各会場（スタッフ 5名/回） 

2 事業概要の内容について、「多くの市民が参加できるようなスケジュールで

あるか」「事業の周知・広報は適切に行われているか」などがわかるように記入 

プルダウンで選択 
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11 

・11 月定期回収 

・聞き取り調査の実施（定期回収時） 

 

・各回収拠点（スタッフ 38名） 

・各回収拠点（スタッフ 50名） 

12 
・地域のイベント参加 

・講習・イベント時、アンケート調査実施 

・スタッフ（5名/回） 

・各会場（スタッフ 5名/回） 

１ 
・プロジェクトチームで担い手養成講座（ＮＰＯ法人と

の連携） 

・公民館（事務局 5 名・ＮＰ

Ｏ５名・参加者 20 名） 

２ 
・2月定期回収 

・聞き取り調査の実施（定期回収時） 

・各回収拠点（スタッフ 38名） 

・各回収拠点（スタッフ 50名） 

３ 
活動のまとめと振り返り ・公民館（事務局 10 名・スタ

ッフ 30 名） 

 

 

５ 事業効果 

地域の課題解決又は改善に向けた効果 

広報活動を強化することや定期回収場所を増やすことによって、市民が「古着はリサイクルす

るもの」という意識が醸成され、古着の回収率は上がり、市全体のごみの量が減ると考えてい

る。 

 

 

 

団体の自立した運営と継続・発展に向けた効果 

※下記項目にチェックしてください 

☐自主財源の確保  ☐担い手の確保  担い手の育成  ☐認知度の向上 

☐他団体との連携強化  ☐団体規模・事業の拡大  ☐その他 

・前回の事業で行って好評だった企業向け出前講習会を今年度は複数の企業で開催したいと

考えている。講座の講師料や新規ボランティアスタッフ加入による会費増が見込める。 

・定期回収場所を増やすことにより、スタッフの確保が必要になることから、ボランティアス

タッフ募集チラシを作成し、公民館、自治会、学校、個人商店へ配布することで、担い手の確

保につなげる。 

・新規ボランティアスタッフのために、担い手養成講座を開催し、担い手の育成を図る。 

 

 

 

 

６ 事業実施後の見通し 

  （次年度以降、本事業・団体をどのように自立・継続・発展させていきますか） 

※下記項目にチェックしてください 

自立予定（自主財源で継続）  ☐市民活動補助金活性化事業に応募予定 

☐他の制度を使用して継続予定  ☐その他 
【チェックした内容について、具体的に(複数チェックした場合は、それぞれ)記入してください)】 

定期回収場所を増やすことによるスタッフの増員や、新規ボランティアスタッフための担い

手養成講座を開催することにより、会員○名の増員ならびに会費増が見込まれることから、来

年度は自主財源のみで運営できるような基盤ができると考える。 

 

地域の課題について、事業の実施がどのような

効果をもたらすかを具体的に記入 

団体の運営・継続について、事業の実施がどの

ような効果をもたらすかを具体的に記入 
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※記載箇所： ←この色のセルのみ入力可能です。

※セル内で改行するときは、Altキーを押しながらEnterキーを押してください。

※各項目において行を追加するときは、挿入したい箇所の左端の行番号を右クリックし「挿入」を選択してください。

部門
事業名
団体名

○収入

単価（税込） 数量 単位 金額
小計 会費 400円 10 人 4,000円

6,000円 団体からの繰入金 2,000円 1 式 2,000円
小計 講座参加費（１回分） 300円 30 人 9,000円

円
9,000円 円

市民活動補助金 75,000円

合計 90,000円

○支出

単価（税込） 数量 単位 金額
小計 講師謝礼（１回） 10,000円 1 人 10,000円

円
円

10,000円 円

小計
講師交通費（新宿駅～浦安駅）(往
復）

600円 1 人 600円

円
円

600円 円
小計 チラシ用印刷用紙（1,000枚/束） 1,000円 3 束 3,000円

セミナー用模造紙 100円 20 枚 2,000円
材料 20,000円 1 式 20,000円
インク代 5,000円 5 個 25,000円

50,000円 円
小計 資料コピー代（10頁×30部） 10円 300 頁 3,000円

円
円

3,000円 円
小計 チラシ郵送代 80円 60 通 4,800円

円
円

4,800円 円
小計 ボランティア保険料 1,000円 1 回 1,000円

円
円

1,000円 円
小計 会場使用料（公民館） 150円 4 時間 600円

円
600円 円

小計 円
円

円 円

小計
大型プリンター（取得価額10万円、耐
用年数５年）

20,000円 1 台 20,000円

円
20,000円 円

小計 円
円 円

合計 90,000円

積算
説明予算額経費項目

その他

備品購入費

委託料

使用料

保険料

事業収入

自主財源

通信運搬費

印刷製本費

消耗品費

交通費等

報償費

令和９年度浦安市市民活動補助金事業　予算書

市民活動補助金（自立促進事業）

積算
説明予算額経費項目

記載例
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